
1
児童相談所の設置など児童福祉に関する事
務

１
【児童福祉法】
・児童福祉審議会の設置、運営 1

２
【児童福祉法】
・児童相談所の設置
・児童に関する相談、一時保護、立入調査　など

5

３
【児童福祉法】
・里親希望者の申請受理、里親希望家庭の訪問調査
・里親認定、里親の養育に関する報告聴取、立入検査　など

9

４
【児童福祉法】
・児童委員の職務に関する指揮監督
・児童委員の研修計画の作成、実施

13

５

(1) 指定療育機関の指定などに関する事務
【児童福祉法】
・結核り患児童の医療に係る指定療育機関の指定及び取消し
・指定療育機関の診療報酬の審査、決定　など

17

(2)
慢性疾患の児童等に対する事業などに関す
る事務

【児童福祉法】
・小児慢性疾患に係る重症患者認定
・小児慢性疾患医療費助成に係る費用の支弁　など

21

④－１

里親の認定などに関する事務

児童相談所設置などに関する事務

児童福祉に関する審議会その他合議制の機関
（児童福祉審議会）の設置に関する事務

慢性疾患の児童等に対する事業などに関する事
務

児童委員の指揮監督及び研修に関する事務 区 区

都

区 区

都 区
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資料１

※都の評価は特別区が人口50万人以上の規模となった場合の評価 1



検討対象事務総括表（平成20年6月幹事会分）

都の評価※
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方向性

※頁番号は、検討対象事務評価シートの頁を表記
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区の評価

６
【児童福祉法】
・障害児施設給付費、高額障害児施設給付費の支給
・指定知的障害児施設等の指定、施設設置者の検査　など

25

７

(1)
児童自立生活援助事業の届出などに関する
事務

【児童福祉法】
・児童自立生活援助事業（自立援助ホーム）の届出受理
・児童自立生活援助事業（自立援助ホーム）に係る検査　など

29

(2)
児童福祉施設の設置の認可などに関する事
務

【児童福祉法】
・国、地方公共団体以外の者が設置する児童福祉施設の認可
・児童福祉施設設置者等に対する報告の徴収、検査　など

33

８
【児童福祉法】
・認可外保育施設からの報告徴収事務
・認可外保育施設への立入調査事務　など

38

2
更生相談所設置など身体障害者の福祉に関
する事務

【身体障害者福祉法】
・身体障害者更生施設の相談所の設置
・身体障害者手帳の交付、盲導犬等の貸与　など

42

3
施設届出受理など社会福祉事業に関する事
務

【社会福祉法】
・第一種、第二種社会福祉事業の届出受理、認可
・社会福祉事業の経営に関する監督　など

46

4
更生相談所設置など知的障害者の福祉に関
する事務

【知的障害者福祉法】
・知的障害者更生施設の相談所の設置
・愛の手帳の交付　など

51

④－３

④－６

④－７

児童福祉施設の設置の認可などに関する事務

障害児施設給付費等の支給などに関する事務

都

区 区認可外保育施設への指導監督などに関する事務

区

区 区

都

区

区 区

区 区

区 区

※都の評価は特別区が人口50万人以上の規模となった場合の評価 2



検討対象事務総括表（平成20年6月幹事会分）
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方向性

※頁番号は、検討対象事務評価シートの頁を表記

頁
区の評価

5
自立支援医療費の支給等（育成医療及び精
神通院医療）など障害者の自立支援に関す
る事務

(1)
【障害者自立支援法】
・自立支援医療費（育成医療、精神通院医療）の支給
・自立支援医療機関の指定　など

55

(2)
【障害者自立支援法】
・相談支援事業など地域生活支援事業の実施
・障害福祉サービス事業等の開始、障害者支援施設の設置　など

59

6 事務費用補助など結核の予防に関する事務
【感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律】
・結核指定医療機関の指定、指導
・結核指定医療機関の診療報酬の審査、決定　など

63

7 特定工場の新設届出受理などに関する事務
【工場立地法】
・公害や災害の未然防止、地域社会との調和を図るための特定工場
　新設、変更の際の指導、届出受理、勧告　など

67

8
農住組合の土地交換分合計画認可などに関
する事務

【農住組合法】
・農住組合の設立、解散の決議、合併の認可
・農住組合の事業の実施に伴う交換分合計画の認可　など

71

9
大規模小売店舗新設届出受理などに関する
事務

【大規模小売店舗立地法】
・大規模小売店舗の新設に関する届出受理、公告
・住民等の意見の聴取、意見の概要の公告、縦覧　など

75

10
特定支援事業に係る指定法人の指定などに
関する事務

【中小企業支援法】
・中小企業支援事業の計画策定、経済産業大臣への届出
・特定支援事業を行わせる法人の指定　など

79④－54

④－16

④－22

④－31

④－36

④－11

障害福祉サービス事業者等からの報告の徴収等
に関する事務

自立支援医療費の支給及び指定自立支援医療機
関の指定等に関する事務

都

区 区

都

区

区 区

都区 区

区

区 区

区

区

※都の評価は特別区が人口50万人以上の規模となった場合の評価 3



検討対象事務総括表（平成20年6月幹事会分）

都の評価※
事　　　務　　　名 事　　業　　概　　要

方向性

※頁番号は、検討対象事務評価シートの頁を表記

頁
区の評価

11 中核的支援機関認定などに関する事務
【中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律】
・地域産業資源を活用して行う事業環境整備構想の作成
・中核的支援機関の認定　など

83

12
特定建築物の基準適合報告などに関する事
務

【高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律】
・特定路外駐車場の設置に係る届出等の受理
・路外駐車場管理者に対する是正命令

87

13
第一種大規模小売店舗立地法特例区域の指
定などに関する事務

【中心市街地の活性化に関する法律】
・第一種大規模小売店舗立地特例区域の指定
・特例区域案の作成に際しての市町村との協議　など

91

14
指定区間外国道管理などに関する事務（特
例都道を含む）

【道路法】
・工事が小規模である国道の新設又は改築
・指定区間外国道、都道の管理

95

15
軌道敷地の無償道路敷地化などに関する事
務　※道路管理者の事務（④－20と連動）

【軌道法】
・道路への軌道敷設工事、これに関連する道路工事の実施
・軌道敷地の無償道路敷地化　など

(99)

16
有線電気通信設備設置状況資料提出などに
関する事務　※道路管理者の事務（④－20
と連動）

【有線ラジオ放送業務の運用の規制に関する法律】
・規定違反の有線電気通信設備の設置状況等についての総務大臣
　への資料の提供　など

(100)

17
道路管理上の措置の意見陳述などに関する
事務　※道路管理者の事務（④－20と連
動）

【道路運送法】
・バス路線の新設やルート変更などに関し、国土交通大臣に対する
　道路管理上の措置に係る意見の陳述

(101)

18
地方道路公社の県道等新設認可同意などに
関する事務　※道路管理者の事務（④－20
と連動）

【道路整備特別措置法】
・首都高速道路株式会社及び地方道路整備公社等が指定区間外
　国道又は都道の新設、改築等を行う場合の同意

(102)

④－74

④－75

④－88

④-20と一体的に評価

④-20と一体的に評価

④-20と一体的に評価

④-20と一体的に評価

区 区

都区 都区

都 区

区 区

④－44

④－46

④－20

④－38

④－43

※都の評価は特別区が人口50万人以上の規模となった場合の評価 4



検討対象事務総括表（平成20年6月幹事会分）
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事　　　務　　　名 事　　業　　概　　要

方向性

※頁番号は、検討対象事務評価シートの頁を表記

頁
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19
国道管理施設の管理方法決定などに関する
事務　※道路管理者の事務（④－20と連
動）

【高速自動車国道法】
・道路が高速自動車国道と隣接、近接している場合の共用管理施設
　の管理方法に関する国土交通大臣等との協議　など

(103)

20
自動車交通禁止の際の意見陳述に関する事
務　※道路管理者の事務（④－20と連動）

【道路交通法】
・公安委員会が道路標識等により交通規制を行う場合の意見の陳述

(104)

21
踏切道の改良などに関する事務　※道路管
理者の事務（④－20と連動）

【踏切道改良促進法】
・鉄道事業者との協議による立体交差化計画等の作成
・立体交差化等計画に基づく踏切道の改良の実施　など

(105)

22
建設完了後の占用予定者に対する占用許可
などに関する事務　※道路管理者の事務
（④－20と連動）

【共同溝の整備等に関する特別措置法】
・共同溝整備計画の作成、修正、廃止
・占用予定者に対する占用許可　など

(106)

23
実施計画の策定・実施などに関する事務
※道路管理者の事務（④－20と連動）

【交通安全施設等整備事業の推進に関する法律】
・特定交通安全施設等整備事業の実施計画の作成
・実施計画に基づく特定交通安全施設等整備事業の実施　など

(107)

24
道路占用許可などに関する事務　※道路管
理者の事務（④－20と連動）

【石油パイプライン事業法】
・石油パイプライン事業の用に供する導管の道路への設置に関する
　意見の陳述

(108)

25
有線テレビジョン放送施設設置状況資料提
出などに関する事務　※道路管理者の事務
（④－20と連動）

【有線テレビジョン放送法】
・規定違反の有線テレビジョン放送設備の設置状況等についての
　総務大臣への資料の提供　など

(109)

26
都市モノレール建設への配慮などに関する
事務　※道路管理者の事務（④－20と連
動）

【都市モノレールの整備の促進に関する法律】
・都市計画が定められている都市モノレールの路線に係る道路を
　新設、改築する際の都市モノレール建設への配慮

(110)

④-20と一体的に評価

④-20と一体的に評価

④-20と一体的に評価

④-20と一体的に評価

④-20と一体的に評価

④-20と一体的に評価

④-20と一体的に評価

④-20と一体的に評価

④－51

④－53

④－55

④－63

④－64

④－65

④－47

④－49

※都の評価は特別区が人口50万人以上の規模となった場合の評価 5



検討対象事務総括表（平成20年6月幹事会分）
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※頁番号は、検討対象事務評価シートの頁を表記
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27
道路交通騒音障害防止促進などに関する事
務　※道路管理者の事務（④－20と連動）

【幹線道路の沿道の整備に関する法律】
・公安委員会との共同による道路交通騒音減少計画の策定
・緩衝建築物の建築等に要する費用の負担　など

(111)

28
道路への敷地申請に係る意見陳述などに関
する事務　※道路管理者の事務（④－20と
連動）

【鉄道事業法】
・鉄道事業者が鉄道路線を道路に敷設する許可を受けようとする
　場合の都道府県知事に対する意見の陳述

(112)

29
占用予定者への占用許可などに関する事務
※道路管理者の事務（④－20と連動）

【電線共同溝の整備等に関する特別措置法】
・電線共同溝を整備する道路の指定
・占用予定者に対する電線共同溝への占用許可　など

(113)

　※№15から№29までは検討対象事務評価シート及び評価個票を省略

④-20と一体的に評価

④-20と一体的に評価

④-20と一体的に評価④－72

④－68

④－69

※都の評価は特別区が人口50万人以上の規模となった場合の評価 6
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